
1/43 

○千歳市個人情報の保護に関する法律施行細則 

平成７年10月１日規則第47号 

改正 

平成14年12月30日規則第66号 

平成17年４月１日規則第９号 

平成18年４月１日規則第37号 

平成20年６月12日規則第34号 

平成24年４月１日規則第24号 

平成25年４月１日規則第22号 

平成26年３月27日規則第24号 

平成27年９月28日規則第44号 

平成28年２月12日規則第３号 

令和３年３月23日規則第12号 

令和５年３月29日規則第33号 

千歳市個人情報の保護に関する法律施行細則 

（趣旨） 

第１条 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）の施行につい

ては、個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号。以下「政令」という。）及び

千歳市個人情報の保護に関する法律施行条例（平成７年千歳市条例第16号。以下「条例」という。）

に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

（用語の意義） 

第２条 この規則における用語の意義は、法、政令及び条例において使用する用語の例による。 

（個人情報事務の担当） 

第３条 個人情報保護制度の統一的かつ円滑な運営を図るため、個人情報保護に関する事務は個人

情報保護主管課において一元的に行うものとし、個人情報の開示等の受付窓口は情報公開相談室

とする。 

（目的外利用の手続） 

第４条 法第69条第２項各号に掲げる規定により利用目的以外の目的のために保有個人情報を利用

しようとする課等（次項及び第３項において「利用課」という。）は、個人情報を保有する課等

（次項から第４項までにおいて「保有課」という。）に保有個人情報目的外利用申請書（第１号
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様式）を提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、利用課が本人（法第２条第４項の本人をいう。以下同じ。）の生命、

身体又は財産を保護するために緊急かつやむを得ないと認めるときは、前項に規定する申請に代

えて口頭で申請をすることができる。この場合において、利用課は、口頭による申請後速やかに

保有個人情報目的外利用申請書を保有課に提出しなければならない。 

３ 保有課は、第１項の規定による申請があったときは、個人情報保護主管課及び必要があるとき

は電算処理担当課と協議の上、速やかに承諾、一部承諾又は不承諾を決定して保有個人情報目的

外利用決定通知書（第２号様式）により利用課に通知するとともに、個人情報保護主管課にその

写しを提出しなければならない。 

４ 保有課は、第２項前段の規定による申請があった場合で、本人の生命、身体又は財産を保護す

るために緊急かつやむを得ないと認めるときは、前項に規定する通知に代えて口頭で通知をする

ことができる。この場合において、保有課は、口頭による通知後速やかに保有個人情報目的外利

用決定通知書を利用課に送付するとともに、個人情報保護主管課にその写しを提出しなければな

らない。 

５ 個人情報保護主管課は、前２項の通知書の写しを行政資料室において一般の閲覧に供するもの

とする。 

６ 前各項の規定にかかわらず、次に掲げる場合における目的外利用の手続については、当該法令

等又は手続の定めるところによるものとする。 

(１) 法令等に定められた手続により目的外利用の要請を受けたとき。 

(２) 国又は他の地方公共団体が定める手続により目的外利用の要請を受けたとき。 

（外部提供の手続） 

第５条 法第69条第２項第１号、第３号又は第４号の規定により外部提供を受けようとする者（次

項から第４項まで及び第７項において「申請者」という。）は、保有個人情報外部提供申請書（第

３号様式）を実施機関に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者が本人の生命、身体又は財産を保護するために緊急かつやむ

を得ないと認めるときは、前項に規定する申請に代えて口頭で申請をすることができる。この場

合において、申請者は、口頭による申請後速やかに保有個人情報外部提供申請書を実施機関に提

出しなければならない。 

３ 実施機関は、第１項の規定による申請があったときは、速やかに承諾、一部承諾又は不承諾を

決定して保有個人情報外部提供決定通知書（第４号様式）により申請者に通知するとともに、個
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人情報保護主管課にその写しを提出しなければならない。 

４ 実施機関は、第２項前段の規定による申請があった場合で、本人の生命、身体又は財産を保護

するために緊急かつやむを得ないと認めるときは、前項に規定する通知に代えて口頭で通知をす

ることができる。この場合において、実施機関は、口頭による通知後速やかに保有個人情報外部

提供決定通知書を申請者に送付するとともに、個人情報保護主管課にその写しを提出しなければ

ならない。 

５ 個人情報保護主管課は、前項の通知書の写しを行政資料室において一般の閲覧に供するものと

する。 

６ 前各項の規定にかかわらず、次に掲げる場合における外部提供の手続については、当該法令等

又は手続の定めるところによるものとする。 

(１) 法令等に定められた手続により外部提供の要請を受けたとき。 

(２) 国又は他の地方公共団体が定める手続により外部提供の要請を受けたとき。 

７ 実施機関は、保有個人情報の外部提供をする場合には、法第70条の規定により、申請者に対し、

次に掲げる事項を遵守させなければならない。ただし、事務の性質上該当のない事項については、

この限りでない。 

(１) 秘密保持の義務 

(２) 利用目的以外の利用の禁止 

(３) 第三者への提供の禁止 

(４) 複写及び複製の禁止 

(５) 利用期間満了後の返還又は廃棄義務 

(６) 事故報告義務 

(７) 利用又は保管に係る検査に応ずる義務 

(８) 損害賠償の義務 

(９) その他個人情報の保護のため必要と認められる事項 

（個人情報ファイル簿） 

第６条 法第75条第１項の個人情報ファイル簿は、個人情報ファイルごとに作成する個人情報ファ

イル簿（単票）（第５号様式）の集合物とする。 

（個人情報事務登録簿） 

第７条 実施機関等は、保有個人情報若しくは保有特定個人情報（実施機関等の職員が職務上作成

し、又は取得した特定個人情報であって、当該実施機関等の職員が組織的に利用するものとして、
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当該実施機関等が保有しているものをいい、公文書に記録されているものに限る。次項及び次条

において同じ。）を条例第５条第１項の個人情報事務登録簿に登録し、又は新たに保有しようと

する個人情報を登録したときは、速やかに当該個人情報事務登録簿の写しを個人情報保護主管課

へ提出するものとする。 

２ 前項の個人情報事務登録簿は、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定めるとおりとする。 

(１) 保有個人情報 個人情報事務登録簿（第６号様式） 

(２) 保有特定個人情報 個人情報事務登録簿（特定個人情報用）（第７号様式） 

３ 前２項の規定は、条例第５条第２項後段の規定により登録した事項を変更したときについて準

用する。 

４ 個人情報保護主管課は、第１項（前項において準用する場合を含む。）の規定により提出され

た個人情報事務登録簿を行政資料室において一般に公表するものとする。 

（条例第５条第７号の規則で定める事項） 

第８条 条例第５条第１項第７号の規則で定める事項（保有特定個人情報に関する事項を除く。）

は、次に掲げる事項とする。 

(１) 個人情報の取扱開始年月日 

(２) 個人情報の記録形態 

(３) 個人情報の目的外利用等の状況 

(４) 個人情報の保存年限 

(５) データ作成周期 

(６) 個人情報処理の外部委託状況 

２ 条例第５条第１項第７号の規則で定める事項（保有特定個人情報に関する事項に限る。）は、

次に掲げる事項とする。 

(１) 特定個人情報取扱事務の名称 

(２) 特定個人情報ファイルの名称 

(３) 特定個人情報の取扱開始年月日 

(４) 特定個人情報の取扱変更年月日 

(５) 特定個人情報の記録形態 

(６) 特定個人情報の保存年限 

(７) 特定個人情報の経常的な提供先 
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(８) 特定個人情報処理の外部委託状況 

（開示請求書） 

第９条 法第77条第１項の開示請求書は、保有個人情報開示請求書（第８号様式）とする。 

（条例第６条の規則で定める事項） 

第10条 開示請求書に記載する条例第６条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 開示請求の年月日 

(２) 開示請求をする者の電話番号 

(３) 開示請求の目的 

(４) 法第76条第２項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をする場合にあっては、当

該本人の住所、氏名、生年月日及び電話番号並びに未成年者若しくは成年被後見人の法定代理

人又は本人の委任による代理人の種別 

（開示決定等の通知） 

第11条 法第82条の規定による決定の通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めると

ころにより行うものとする。 

(１) 開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する場合 保有個人情報開示決定通知書（第９

号様式） 

(２) 開示請求に係る保有個人情報の一部を開示する場合 保有個人情報一部開示決定通知書

（第10号様式） 

(３) 開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しない場合（次号及び第５号に掲げる場合を除

く。） 保有個人情報不開示決定通知書（第11号様式） 

(４) 保有個人情報の存否を明らかにしないで開示請求を拒否する場合 保有個人情報開示請求

拒否決定通知書（第12号様式） 

(５) 開示請求に係る保有個人情報を保有していない場合 保有個人情報不存在通知書（第13号

様式） 

２ 条例第７条第２項の規定による開示決定等の期限の延長及び延長の理由に係る通知は、保有個

人情報開示等決定延期通知書（第14号様式）により行うものとする。 

３ 条例第８条の規定による開示決定等の期限の特例延長に係る通知は、保有個人情報開示等決定

特例延期通知書（第15号様式）により行うものとする。 

（開示請求に係る事案の移送に関する手続等） 

第12条 法第85条第１項の規定により事案を移送する場合は、移送を受ける他の行政機関の長等に
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対し、保有個人情報開示等請求事案移送書（第16号様式）を交付するものとする。 

２ 法第85条第１項の規定による開示請求者に対する通知は、保有個人情報開示等請求事案移送通

知書（第17号様式）により行うものとする。 

（第三者保護に関する手続に係る通知） 

第13条 法第86条第１項又は第２項の規定による通知は、意見照会書（第18号様式）により行うも

のとする。 

２ 法第86条第３項の規定による開示決定に係る通知は、開示決定に係る通知書（第19号様式）と

する。 

（保有個人情報の開示の実施方法等） 

第14条 法第87条第１項に規定する行政機関等が定める方法は、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める方法により行うものとする。 

(１) 録音テープ又は録音ディスク 次に掲げる方法であって、市長が現に使用している専用機

器により行うことができるもの 

ア 当該個人情報に係る部分を専用機器により再生したものの聴取 

イ 当該個人情報に係る部分を録音カセットテープに複写したものの交付 

(２) ビデオテープ又はビデオディスク 次に掲げる方法であって、市長が現に使用している専

用機器により行うことができるもの 

ア 当該個人情報に係る部分を専用機器により再生したものの視聴 

イ 当該個人情報に係る部分をビデオカセットテープに複写したものの交付 

(３) 電磁的記録（前２号に該当するものを除く。） 次に掲げる方法であって、市長がその保

有するプログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができるよう組み

合わされたものをいう。）により行うことができるもの 

ア 当該個人情報に係る部分を用紙に出力したものの閲覧 

イ 当該個人情報に係る部分を専用機器（開示を受ける者の閲覧又は視聴の用に供するために

備え付けられているものに限る。）により再生したものの閲覧又は視聴 

ウ 当該個人情報に係る部分を用紙に出力したものの交付 

エ 当該個人情報に係る部分をフレキシブルディスクカートリッジ又は光ディスクに複写した

ものの交付 

２ 政令第28条第４項に規定する地方公共団体が規則で定める方法は、納付書又は郵便切手で納付

する方法とする。 
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（訂正請求書） 

第15条 法第91条第１項の訂正請求書は、保有個人情報訂正請求書（第20号様式）とする。 

（条例第10条の規則で定める事項） 

第16条 訂正請求書に記載する条例第10条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 訂正請求の年月日 

(２) 訂正請求をする者の電話番号 

(３) 法第90条第２項の規定により代理人が本人に代わって訂正請求をする場合にあっては、当

該本人の住所、氏名、生年月日及び電話番号並びに未成年者若しくは成年被後見人の法定代理

人又は本人の委任による代理人の種別 

（訂正決定等の通知） 

第17条 法第93条の規定による決定の通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めると

ころにより行うものとする。 

(１) 訂正請求に係る保有個人情報の訂正をする旨の決定をした場合 保有個人情報訂正決定通

知書（第21号様式） 

(２) 訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしない旨の決定をした場合 保有個人情報訂正不承

諾決定通知書（第22号様式） 

２ 条例第11条第２項の規定による訂正決定等の期限の延長及び延長の理由に係る通知は、保有個

人情報開示等決定延期通知書により行うものとする。 

３ 法第95条の規定による訂正決定等の期限の特例延長に係る通知は、保有個人情報開示等決定特

例延期通知書により行うものとする。 

（訂正請求に係る事案の移送に関する手続等） 

第18条 法第96条第１項の規定により事案を移送する場合は、移送を受ける他の行政機関の長等に

対し、保有個人情報開示等請求事案移送書を交付するものとする。 

２ 法第96条第１項の規定による訂正請求者に対する通知は、保有個人情報開示等請求事案移送通

知書により行うものとする。 

（保有個人情報の提供先への通知） 

第19条 法第97条の規定による保有個人情報の提供先に対する通知は、提供している保有個人情報

の訂正決定に関する通知書（第23号様式）により行うものとする。 

（利用停止請求書） 

第20条 法第99条第１項の利用停止請求書は、保有個人情報利用停止請求書（第24号様式）とする。 
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（条例第12条の規則で定める事項） 

第21条 利用停止請求書に記載する条例第12条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 利用停止請求の年月日 

(２) 利用停止請求をする者の電話番号 

(３) 法第98条第２項の規定により代理人が本人に代わって利用停止請求をする場合にあっては、

当該本人の住所、氏名、生年月日及び電話番号並びに未成年者若しくは成年被後見人の法定代

理人又は本人の委任による代理人の種別 

（利用停止決定等の通知） 

第22条 法第101条の規定による決定の通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めると

ころにより行うものとする。 

(１) 利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をする旨の決定をした場合 保有個人情報利

用停止決定通知書（第25号様式） 

(２) 利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしない旨の決定をした場合 保有個人情報

利用停止不承諾決定通知書（第26号様式） 

２ 条例第13条第２項の規定による利用停止決定等の期限の延長及び延長の理由に係る通知は、保

有個人情報開示等決定延期通知書により行うものとする。 

３ 法第103条の規定による利用停止決定等の期限の特例延長に係る通知は、保有個人情報開示等決

定特例延期通知書により行うものとする。 

（審査請求の手続における諮問等） 

第23条 法第105条第３項において準用する同条第１項の規定による千歳市情報公開・個人情報保護

審査会（千歳市情報公開・個人情報保護運営審議会及び千歳市情報公開・個人情報保護審査会条

例（平成20年千歳市条例第20号）第１条第２項の千歳市情報公開・個人情報保護審査会をいう。

以下「審査会」という。）への諮問は、個人情報開示等審査諮問書（第27号様式）により行うも

のとする。 

２ 法第105条第３項において準用する同条第２項の規定による通知は、審査会諮問通知書（第28

号様式）により行うものとする。 

３ 法第107条第１項の規定により準用される法第86条第３項の通知は、審査請求に対する裁決に基

づく開示に係る通知書（第29号様式）により行うものとする。 

（運用状況の公表） 

第24条 条例第15条の規定による運用状況の公表は、年度ごとの開示請求件数その他必要な事項に
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ついて市の広報紙等への掲載により行うものとする。 

（委任） 

第25条 この規則の施行に関し必要な事項は、実施機関等が定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成14年12月30日規則第66号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成15年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の千歳市規則の各規定により作成されている

様式については、当分の間、適宜修正の上使用することができる。 

附 則（平成17年４月１日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の千歳市個人情報保護条例施行規則の規定に

より作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用することができる。 

（千歳市個人情報保護運営審議会規則の一部改正） 

３ 千歳市個人情報保護運営審議会規則（平成７年千歳市規則第15号）の一部を次のように改正す

る。 

第１条中「第20条の５」を「第34条」に改める。 

附 則（平成18年４月１日規則第37号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年６月12日規則第34号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（千歳市個人情報保護運営審議会規則の廃止） 

３ 千歳市個人情報保護運営審議会規則（平成７年千歳市規則第15号）は、廃止する。 

附 則（平成24年４月１日規則第24号） 

（施行期日） 
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１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の千歳市個人情報保護条例施行規則の規定に

より作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用することができる。 

附 則（平成25年４月１日規則第22号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年３月27日規則第24号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年９月28日規則第44号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年10月５日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の千歳市個人情報保護条例施行規則の規定によ

り作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用することができる。 

附 則（平成28年２月12日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に第１条から第14条までの規定による改正前の千歳市情報公開条例施行

規則、千歳市個人情報保護条例施行規則、千歳市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例施

行規則、千歳市職員の職務に専念する義務の特例に関する規則、千歳市職員期末手当・勤勉手当

支給規則、千歳市税条例施行規則、千歳市未熟児養育医療給付に関する規則、千歳市知的障害者

福祉法施行細則、千歳市身体障害者福祉法施行細則、千歳市障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行細則、千歳市児童福祉法施行細則、千歳市児童手当に係る事務処

理規則、千歳市後期高齢者医療に関する条例施行規則及び千歳都市計画土地区画整理事業清算金

取扱規則の規定により作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用することが

できる。 

附 則（令和３年３月23日規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の千歳市個人情報保護条例施行規則の規定によ

り作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用することができる。 

附 則（令和５年３月29日規則第33号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の千歳市個人情報保護条例施行規則の規定によ

り作成されている様式については、当分の間、適宜修正の上使用することができる。 
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第１号様式（第４条関係） 
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第２号様式（第４条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 
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第４号様式（第５条関係） 
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第５号様式（第６条関係） 
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第６号様式（第７条関係） 
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第７号様式（第７条関係） 
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第８号様式（第９条関係） 
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第９号様式（第11条関係） 
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第10号様式（第11条関係） 
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第11号様式（第11条関係） 
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第12号様式（第11条関係） 

 



27/43 

第13号様式（第11条関係） 
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第14号様式（第11条関係） 
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第15号様式（第11条関係） 
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第16号様式（第12条関係） 
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第17号様式（第12条関係） 
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第18号様式（第13条関係） 
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第19号様式（第13条関係） 
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第20号様式（第15条関係） 
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第21号様式（第17条関係） 
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第22号様式（第17条関係） 
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第23号様式（第19条関係） 
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第24号様式（第20条関係） 
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第25号様式（第22条関係） 
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第26号様式（第22条関係） 
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第27号様式（第23条関係） 
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第28号様式（第23条関係） 
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第29号様式（第23条関係） 

 


